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初回審査
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

テス・エンジニアリング㈱ － 防災用自家発電装置 B-D-130  3形式 H32. 4.19

変更審査
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

新潟原動機㈱ 生産センター 常用防災兼用発電装置 K-D-05  3形式 H32. 4.18K-C-05  3形式
サーベイランス

申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限
山洋電気㈱ 富士山工場 防災用自家発電装置 B-D-54  6形式 H31.12.19

㈱やまびこ 広島事業所 防災用自家発電装置 B-D-204  4形式 H27.12.18可搬形発電設備 R-D-204  2形式

東洋電機製造㈱ 産業事業部 防災用自家発電装置 B-D-17 19形式 H31. 2.28B-T-17  6形式

㈱東京電機 本社工場 防災用自家発電装置 B-D-16 31形式 H31.12.19B-T-16  6形式
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スマコミJapanの出展者を募集

　★総務省関連★
▼６月５日：東京電力㈱カスタマーサービス･カンパニーの
全面自由化に向けた事業展開
　★厚生労働省関連★
▼５月21日：経産省、再生医療を新産業として確立･発展さ
せる為の取組みの進捗
▼６月３日：厚労省、５カ年計画介護ロボット実用化支援
具体施策と予算他
▼６月26日：厚労省、新型法人「地域医療連携推進法人（仮
称）」創設について
　★経済産業省関連★
▼５月26日：再生可能エネルギー安定供給の取組み、課題
と2015年の展開戦略
▼５月27日：そもそも水素ってなに？
▼５月28日：急増するLNGプラント、海外大型プロジェク
トの機器調達と外部環境変化
▼５月29日：電力システム改革を先取りする東京電力㈱の
新たな取組み
▼６月２日：ガスシステム改革の最新議論、関連企業への
影響、商機と今後の方向性
▼６月10日：東北電力㈱、八戸火力発電所におけるLNG燃
料転換の取組み等
▼６月12日：東京電力㈱フュエル&パワー･カンパニーの使
命と2015年の重点取組み
▼６月15日：東京ガス㈱、新たな取組みを推進「事業革新
プロジェクト部」の展開
▼６月18日：飯田「リニア中央新幹線駅周辺基本構想と新
幹線開業までの工程表」
▼６月19日：大阪ガス㈱、全面自由化時代に向け普及、拡
販を目指した取組み
▼６月24日：三菱重工業「トリプルコンバインドサイクル
発電」事業進捗と今後の取組み
▼６月25日：新エネルギー小委員会、再生可能エネルギー
導入拡大等、最新の議論と今後
▼６月26日：関西電力㈱の送変電設備に関する取組み現況
と今後の展開

　６月17日（水）～19日（金）の３日間、東京ビッグサイト（東
京都江東区有明3－11－1）で、IT技術により電力・ガス・
上下水道など社会インフラの最適制御を実現する「スマー
トコミュニティJapan2015」が開催される。日刊工業新聞社
の主催で、内発協などの協賛予定。同展は①スマートコミュ
ニティ展②新電力ビジネス展③バイオマスエキスポ④次世
代自動車展⑤植物工場・スマートアグリ展⑥クラウドコミュ
ニティ2015の計６展示会で構築されている。
　うち、①スマートコミュニティ展内では、企画ゾーンと
して「防災・減災対策ゾーン」が設置される。分散型電源
としてコージェネシステム、自家用発電装置、移動電源車、
蓄電システム、無停電電源装置（UPS）などを、また、災
害対策システムとして非常用発電装置、消火システム、ポ
ンプ、防水シャッター、コンピューターバックアップシス
テム、造水機、避雷器、緊急搬送システムなどを紹介する。
　主催者では、出展者を募集している。出展料は一小間（間
口2.97m×奥行2.97m×高さ2.7m）あたり大企業32万円（税
抜）、中小企業・自治体・団体25万円（同）。来場対象者は
エネルギーシステムの専門家、自治体・官公庁の設備担当官、
民間企業の工場長、医療・福祉施設関係者などが想定され
ている。
　出展の申込み・問合せ先：日刊工業新聞社事務局　☎03
－5644－7221　e-mail：j-event@media.nikkan.co.jp

　★国土交通省関連★
▼５月29日：「虎ノ門・六本木エリア」の都市再生プロジェ
クト
▼６月５日：関西地区の空港（関空･伊丹･神戸）一体運営
を図る為の計画と今後
▼６月11日：2050年に向けた横浜都心臨海部の開発戦略と
施策の具体化
▼７月１日：横浜市における下水処理施設等の更新･長寿命
化の具体事例他
　問合せ先：JPI（日本計画研究所）マーケティング部
☎03－5793－9761／E-MAIL：info@jpi.co.jp
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